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　平成19年度税制改正において、高齢者、障害者等の方々が安心して生活を送ることのできる環境の整備を
促進するため、居住の安全性及び介助の容易性の向上に資するバリアフリー改修工事に伴う固定資産税の減
額措置が創設されました。
　この制度により、住宅に一定のバリアフリー改修工事を行った場合、当該住宅（家屋）に係る固定資産税
が減額されることとなりました。

　1．減額の対象となる住宅（家屋）の要件
　　　○���������	
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�����（賃貸住宅を除く。）であること
　　○��������	
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���	��の間に、補助金等を除く��������	
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���ものであること
　　　　①通路又は出入り口の拡幅　　⑤手すりの取付け
　　　　②階段の勾配の緩和　　　　　⑥床の段差の解消
　　　　③浴室の改良　　　　　　　　⑦引き戸への取替え
　　　　④便所の改良　　　　　　　　⑧床表面の滑り止め化
　　　○���������	
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　　　　①65歳以上の方
　　　　②介護保険において、要介護認定又は要支援認定を受けている方
　　　　③障害者の方

　2．減額の内容
　　　○��������	
��

�����固定資産税が減額されます。
　　　○対象となる住宅（家屋）の���������の税額を����減額します。

　　　〈例〉延べ床面積150㎡、課税標準額4,500,000円、税額63,000円の住宅（家屋）で
　　　　　 平成19年11月23日に改修工事が完了した場合
　　　　��������　　4,500,000円×100㎡／150㎡×1.4％×1/3＝14,000円
　　　　��������	
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　　　　　　　　　　　　　63,000円（4,500,000円×1.4％）－14,000円＝49,000円

　3．手続き
　　○��������	
��に次の書類を岩美町役場財務課に提出してください。
　　　①バリアフリー改修工事に伴う固定資産税減額申告書
　　　②改修工事に係る明細書の写し（工事の内容及び費用が確認できるもの）
　　　③改修工事箇所の写真（改修前・改修後）
　　　④領収書の写し
　　　⑤居住者要件を確認するため次のいずれか
　　　　・65歳以上の方の住民票の写し
　　　　・要介護又は要支援認定を受けている方の介護保険の被保険者証の写しと住民票の写し
　　　　・障害者の方の身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳の写しと住民票の写し
　　　⑥補助金等を受けている場合
　　　　・決定通知書等の写し（金額が確認できるもの）

　※　②、③及び④については、建築士又は登録住宅性能評価機関等の発行する証明書に代えることができます。

　※　必要に応じて、住宅の現地確認を行わせていただく場合があります。

　所得税についても住宅のバリアフリー改修促進税制が創設
されましたが、要件等が異なりますので詳しくは鳥取税務署
【�22－2141】にお問い合わせください。

問い合わせ先

財務課課税係
�73－1413
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